
　　　　　本社婦人科検診受診者 アンケート回答結果
 （任意でアンケート実施。68名が回答）

2016年5月実施

今回、婦人科検診を受診しようと
思ったきっかけは何ですか

受診経験がない方は
受診のきっかけにしてください！

約9割の方からまた受けたいと
回答いただきました！

今回のような検診に関して
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婦人科検診受診促進の取組み
～「データヘルス計画」関連事業～

　「データヘルス」とは国の成長戦略の一環として行なわれる、「個人・保険者・企業の健康管理の意識向上と動機づけ」
「健康寿命延伸産業の創出」を目的とした、データ分析にもとづいた保健事業推進のことです。
　ムラタ健保でも、2014年度に策定した「データヘルス計画」にもとづき、重症化予防への働きかけや健診未受診者への
受診勧奨等の保健事業を、効果の検証を行いながら実施しています。
　今回は、「データヘルス計画」にもとづく取組みの一環として補助対象拡大等を行ってきました、婦人科検診受診促進策
についてご紹介します。

　2016年10月から、特定適用事業所※に勤務する短時間労働者のうち、以下の要件に該当する方は、新たに健康保険
並びに厚生年金保険の適用対象となりました。

今まで、年間収入130万円未満であったために、健康保険の被扶養者並びに国民年金第3号被保険者であったパートや
アルバイト労働者であっても、働く職場の状況によっては、強制的に雇用保険だけでなく、健康保険や厚生年金保険にお勤
め先で加入する必要があります。詳しくはお勤め先へご確認ください。
尚、従来ムラタ健保の被扶養者となっておられたご家族の方が、当適用拡大により新たにお勤め先で健康保険の適用
対象となる場合は、必ずムラタ健保の被扶養者から外す手続きをお願いします。

今年度より、扶養調査Webシステムを使用して8月に調査を実施しました。
システム導入初年度につきご不便をお掛けした点もあったかと思いますが、調査にご協力いただきありがとう
ございました。今後も適正な扶養認定にご理解とご協力のほどよろしくお願いします。

2016年1月から、行政手続きの一部でマイナンバーの運用が開始されました。健保組合でも、2017年1月からの
利用が予定されています。
2017年7月以降は、市区町村などとの情報連携も開始される予定になっており、健保組合では、今年中に事業主を
通じて被保険者と被扶養者の方々のマイナンバーを収集させていただくほか、任意継続被保険者と一部の被扶養者の
マイナンバーを直接収集させていただきます。皆さまのご理解とご協力をよろしくお願いします。

マイナンバーの取扱いは、個人情報保護法よりも厳格な保護措置が設けられているほか、使用目的が
「マイナンバー（番号）法」に定められており、その目的以外に使用することは一切ありません。

ムラタ健保ではこのように2014年度以降、婦人科検診の補助や受診機会拡大に取り組み、検診受診率も徐々に向上
してきましたが、まだ3人に1人という受診率に留まっているのが現状です。
データヘルス計画3年目である2017年度に向け、現在の取組み内容を一部見直したうえで、更なる受診機会の拡大
を検討していく予定ですので、対象となる方はこうした機会をぜひ積極的に利用いただき、毎年定期的な検診受診で
セルフチェックに努めていただきますようお願いします。

婦人科検診促進取組みの経緯
乳がん・子宮けいがん検診とも受診率3割※に満たなかった ※健保補助利用状況として2013年度以前

2015年度（データヘルス計画1年目）

・ 補助対象の拡大　　 
　（年齢制限撤廃・補助額増額・補助対象項目追加）　

・ 啓発活動の継続

2016年度（データヘルス計画2年目）

・ 補助対象の拡大
・ 本社で初めて
　婦人科検診カー導入

2014年度（データヘルス計画検討期）

・ ムラタ健保（被保険者／被扶養者）の医療費総額トップ3に新生物（がん）が入る…単独部位では乳がんが1位、子宮がんが5位
・ 被保険者(社員)の罹患状況は、1位  乳がん 、 2位  卵巣がん  …… 10位  子宮けいがん(上皮内)

◆ 医療費や受診（罹患）状況の分析・確認（データヘルス計画） 

・ 八日市事業所  事業所健診での婦人科検診カー導入　 ・ 女性の健康週間に合わせて、啓発リーフレット配付

◆ 啓発が必要

2016年3月

啓発リーフレ
ット

第2弾発行！

2016年10月から短時間労働者の
適用拡大が実施されました

マイナンバー制度が始まっています

法改正の
お知らせ

　健康保険法において兄姉の扶養認定は、これまで被保険者と同居していることが条件となっていましたが、この同居
要件が撤廃されました。2016年10月以降は兄弟姉妹の区別なく、収入要件と「生計維持関係」が認められれば、被扶養
者として適用を受けることが可能となります。

▶ 兄姉の扶養認定における同居要件の撤廃 （2016年10月～）

● 定期扶養調査へのご協力ありがとうございました

個人情報はきちんと保護されます

① 1週間の所定労働時間が20時間以上
② 同一の事業所に継続して1年以上勤務見込み
③ 報酬の月額が8万8千円以上（年収106万円以上）

要 件
④ 学生は適用除外
⑤ 従業員501人以上の企業に勤務

～ 2017年1月から健保組合でも利用開始 ～

※ 特定適用事業所とは…事業所の被保険者数の合計が常時500人を超える（1年のうち6ヶ月以上、被保険者数の合計が500人を超えることが見込まれる）
　 　　　　　　　　　　事業所が該当します。

データヘルス計画：3か年計画・目標 ◆ アウトプット　補助及び受診機会の拡大
◆ アウトカム　  早期発見、早期治療により治癒率向上および
　　　　　　　 医療費抑制につなげる

（達成時期：2017年度末）

婦人科検診カーを導入
2014年度 八日市事業所
2016年度 本社（　　　　  ）
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